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1. はじめに 
これまで、アルミ棒積層体を用いた模型実験は数多く行われてきて

いる。アルミ棒積層体内の応力測定の手法として、光弾性材料を用い

た測定法などが挙げられるが、測定の簡便さや精度の点ではいくつか

の問題点を有する。地盤内応力を知ることはアルミ棒積層体を用いた

模型実験の有用性が増すばかりでなく、地盤内の様々な現象を把握す

る上で有効である。そのためには有用かつ簡易な方法で模型地盤内の

応力を測定する新たな手法の開発が必要となる。本研究では、一般的

に用いられているひずみゲージを用いた地盤内応力の測定装置（以下、

応力計と称す）の開発を行うとともに、アルミ棒積層体を用いた降下

床実験や擁壁に関する土圧実験への適用性に関する検討を行った。 
2-1. 応力測定装置（応力計）の開発 
1）応力計の仕様 今回開発した応力計の模式図を図 1に示す。地盤材

料であるアルミ棒は積み方により線載荷とならない恐れがあり、さら

に十分に小さなひずみを計測する必要がある。そこで、剛体の棒に 2

つの円形状のゴム板(硬度 70)を貼り、2点で支える構造とした。ゴム板

の表面には市販の 3軸型ロゼットゲージ（FRA-1-11-1L）を貼付し、ゴ

ム板のひずみを直接測定する構造としている。 
2）応力算出の手順 ここで用いているひずみゲージは図 1に示すよう

に 3 方向のひずみを測定することが可能であり、それら 3 方向のひず

み（εa, εb, εc）からMohrのひずみ円を描くことができる。 
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これらより測定したい方向のひずみが導出できる。本研究では平面応

力状態を想定しているため、地盤内の水平応力σh、鉛直応力σvは、 

( ) ( )hv2vvh2h 1
E

1
E

νε+ε
ν−

=σνε+ε
ν−

=σ 　　  

を用いて算出することが可能である。 

3. 応力計の検定 
1）一軸圧縮試験 ひずみゲージおよびゲージ用接着剤がゴム板の変形

を拘束し、かつ応力計が一様な硬さとならないため、ゴムにひずみゲ

ージを貼った状態での力学特性を調べる必要がある。直方体ゴム板の一軸圧縮試験において、図 3 からひずみゲ

ージで計測した応力－ひずみ関係には線形性が確認された。E=500MPa,ν=0.26という値が得られた。 
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図 1 応力計模式図(単位;mm） 
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図 2 Mohrのひずみ円 
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図 3 一軸圧縮試験 
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図 4 段階載荷・除荷試験 
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図 5 応力計埋設位置（降下床） 
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図 6 降下床実験①，②(0mm高さ) 
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図 7 応力計埋設位置（可動擁壁） 
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図 8 主働状態における正規化土圧 
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図 9 受働状態における正規化土圧 

2）段階載荷・除荷試験 本試験は、アルミ棒積層体底部に応力計を埋

設し、アルミ棒を 100mmずつ 500mmまで段階的に載荷・除荷を行い、

荷重計から得られる応力と比較するというものである。図 4 に示すよ

うな土槽底部（0mm 高さ）で鉛直荷重を測定可能な装置を用い、荷重

計から算出される鉛直応力と応力計から得られる鉛直応力との比較を

行った。応力算出にあたっては、図 4で示すように荷重計での応力と 1：

1の関係になるよう E=25MPa,ν=0.40と決定した。 

1),2)の結果より、本研究では E,νを決定するには至らなかった。その
ため初期土被り圧で正規化した応力として以下の適用例に用いている。 
4. 応力計の適用例 

1）降下床実験への適用例 応力計の適用例として、図 5に示す実験装

置を用いた降下床実験を行った。この実験は降下床を降下させること

で、地盤内のゆるみを再現可能である。この時、応力計を模型地盤下

部から鉛直方向に 0, 100, 200, 300mm高さの位置に埋設し、地盤内応力

の変化を測定した。また図 6 は荷重計の直上の①，②（図 5 参照）に

応力計を埋設した結果である。このケースでは荷重計と同様の応力変

化を得ており、荷重計と応力計の比較的良い対応がみられた。ただし、

同じ位置にあっても応力変化や挙動は決して同じにはならず場合によ

っては応力変化が見られないものもあった。これは、粒状体としての

応力カラムの存在や不均質な応力伝播が主な理由であると考えられる。 
2）可動擁壁を用いた土圧模型実験への適用例 さらに応力計を用いて、

可動擁壁の回転に伴う模型地盤内の主働・受働土圧変化の測定を行っ

た。模型地盤は、幅 700mm、土被り高さ 600mm(主働),400mm(受働)の

アルミ棒積層体であり、応力計を均等に 10 個埋設した（図 7 参照）。

壁面付近では、壁面摩擦の影響により大きな応力変化が生じた。また

すべり面付近（②,⑧付近）は、壁面ほど応力値は変動しないが各実験

による土圧のばらつきが目立った。これは、実験ごとにすべり面位置

が多少変化し、応力計との相対的位置関係に起因すると思われる。壁

面から離れるにしたがって、土圧の変化は減少傾向を示していること

が確認された。本実験では、νを 0.36と設定し、応力を算出している。 

6. おわりに 

 本報告では、アルミ棒積層体内の応力を測定することを目的とした

応力計の開発とその適用について述べた。その応力を算定するにあた

り、ヤング率・ポアソン比を決定するには至らなかった点が、今後の

課題である。この課題を解決するためには、応力計の含む誤差として

各々の応力計の特性の誤差と、粒状体の特性による誤差を区分する必

要がある。しかしながら、応力変化の傾向という視点からは荷重計の

変化と同様の挙動を示すなど信頼できる部分もあるので、有用性につ

いては今後、十分に期待できるものと考えられる。 
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